
（平成２３年６月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 16 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 2040 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 57年１月から 59年７月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年２月から 59年７月まで 

私は、昭和 59 年にＡ県の会社を退職後、Ｂ市の実家に戻り、Ｂ市Ｃ支所

で転入手続をした際に、同市職員から国民年金の加入及び未納保険料につい

て話があったので、私の父親に相談したところ、将来、年をとった時に困る

から加入するように言われ、それまで一度も国民年金保険料を納付したこと

がなかったが、同支所で加入手続を行い、後日送付された納付書により保険

料を納付した。 

その国民年金保険料額は、約 14万円から 16万円で、そのうち半分を父に

負担してもらった記憶がある。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保険者状

況調査等により、昭和 59年４月頃に払い出されたものと推認できることから、

申立人の国民年金加入手続はこの頃に行われ、同時にその国民年金被保険者資

格が遡って取得されたものと考えられ、申立期間のうち時効となっていない

57年１月から 59年７月までの国民年金保険料については同手帳記号番号によ

り納付することが可能であった。 

また、申立人は、ⅰ）Ｂ市Ｃ支所で転入手続を行った際に、同市職員から国

民年金の加入勧奨を受け、未納となっている保険料額を教えてもらったこと、

ⅱ）申立人の父親に相談したところ、その父親から国民年金に加入するように

勧められたため、同支所で加入手続を行ったこと、ⅲ）その後、年金手帳及び

保険料納付書が送られてきたが、保険料が高かったので父親に半額負担しても



らい全額納付したこと、ⅳ）申立人は納付した申立期間の保険料額は約 14 万

円から 16 万円くらいとしており、国民年金に加入した時点で納付可能な保険

料額とほぼ一致していることなど、申立人の国民年金への加入及び保険料の納

付についての記憶が明確であり申立内容に不自然さは無い。 

さらに、申立人に国民年金に加入することを勧めたとする申立人の父親は、

国民年金保険料の未納が無く、厚生年金保険から国民年金への切替手続も適切

に行っている上、申立人の母親についても年金保険料の未納が無いことから、

申立人の家族は保険料の納付意識が高かったものと考えられる。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和56年２月から同年12月までの期間は、

国民年金の加入手続を行ったと考えられる 59 年４月の時点では、時効により

国民年金保険料を納付できない期間である上、申立人に対し別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

加えて、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和57年１月から59年７月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



北海道国民年金 事案 2041 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ①  昭和 36年４月から 39年３月まで 

            ②  昭和 53年１月から同年３月まで 

私は、申立期間①当時はＡ事業所に勤務しており、母親から勧められ国民

年金に加入した。当時、Ｂ市役所の１階で国民年金保険料を納付し、年金手

帳に押印してもらった記憶がある。 

また、申立期間②の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料が

未納とされているが、私が併せて納付していた私の元妻の当該期間の保険料

は納付済みとされている。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、申立期間は３か月と短期間であり、オンライン記録等

により、その前後の期間の国民年金保険料が納付済みであること、及び当時の

申立人の妻は当該期間の保険料が納付済みであることが確認できる上、申立人

は、申立期間①及び②を除く国民年金加入期間において保険料の未納期間が無

く、保険料の納付意識が高かったものと認められることから、自身とその妻の

保険料を併せて納付していたとする申立人が申立期間②の保険料を納付した

ものと考えても不自然ではない。 

しかしながら、申立期間①について、申立人は、申立人の母親に勧められ国

民年金に加入し保険料を納付していたとしているが、申立人の国民年金手帳記

号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保険者状況調査等により、昭和 46

年４月頃に払い出されたものと推認でき、その時点で、申立期間①は時効によ



り保険料を納付できない期間である上、当該期間はオンライン記録上国民年金

に未加入とされている期間であり、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていた形跡も見当たらない。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3921 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者資格取得日は

昭和 40 年４月１日であると認められることから、申立期間に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万 2,000円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から 41年３月 25日まで 

Ａ社において昭和 40 年４月 1日から勤務していたが、厚生年金保険の被

保険者資格取得日が 41年３月 25日となっているので、年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務して

いたことが認められる。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立

人を含む９人の厚生年金保険被保険者資格取得日が訂正されており、訂正前の

資格取得日は、全員が昭和 40 年４月１日であることが確認できる上、当該原

票には訂正処理日及び訂正事由等の記載も無い。 

さらに、当該９人のうち申立人を含む６人が所持する厚生年金保険被保険者

証によると、厚生年金保険の被保険者資格取得日は昭和 40 年４月１日と記載

されていることから、全員が同日に厚生年金保険の被保険者資格を取得したこ

とが確認できる。 

加えて、厚生年金保険被保険者手帳記号番号払出簿によると、当該９人の被

保険者資格取得日は、昭和 40 年４月１日と記載されており、訂正等の形跡は

無い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）が、かかる処理を行

う合理的な理由はなく、上記被保険者資格取得日に係る記録訂正は有効なもの



 

とは認められないことから、事業主は、申立人が昭和 40 年４月１日に厚生年

金保険の被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが

認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の健康保険厚生年金保険

被保険者原票により確認できる取得日訂正前の記録から、１万 2,000円とする

ことが妥当である。 



 

北海道厚生年金 事案 3922 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年２月 15日から 41年４月 21日まで 

厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間については脱

退手当金を支給済みとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を受け取っていないので、申立期間について年金額に

算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した日から約２年３か月後の昭和43年８月15日に支給決定されたこととな

っており、事業主が申立人の脱退手当金を代理請求したとは考え難い。 

また、申立期間に係る申立人の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の氏名は変更処理がなされて

おらず、申立期間の脱退手当金は、上記のとおり昭和 43年８月 15日に支給決

定されたことを踏まえると、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと

考えられるが、申立人は 41年 10月＊日に婚姻し、改姓していることから、申

立人が申立期間の脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、申立人は、脱退手当金が支給決定されたこととなっている時期には、

既に国民年金に加入し国民年金保険料を納付しており、申立人が当時脱退手当

金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

加えて、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険の被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前の被保

険者期間についてはその計算の基礎とされておらず未請求となっている。しか

しながら、当該未請求の期間は、申立人が最初に勤務した事業所における被保

険者期間である上、17 か月と長期間であることを踏まえると、申立人がこれ



 

を失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3923 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年２月 20日から 48年５月 10日まで 

厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間については脱

退手当金を支給しているとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を受け取っていないので、申立期間について年金額に

算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した日から約１年２か月後の昭和49年７月23日に支給決定されたこととな

っており、事業主が申立人の脱退手当金を代理請求したとは考え難い。 

また、申立期間に係る申立人の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の氏名は変更処理がなされて

おらず、申立期間の脱退手当金は、上記のとおり昭和 49年７月 23日に支給決

定されたことを踏まえると、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと

考えられるが、申立人は 48 年５月＊日に婚姻し、改姓していることから、申

立人が申立期間の脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険の被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前の２回

の被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず未請求となってい

る。しかしながら、３回の被保険者期間のうち２回の被保険者期間について申

立人がこれを失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3924 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の同社における申立期間の標準賞与額に係る記録を 29万 5,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 17年 12月 28日 

平成 17年 12月 28日にＡ社から支給された賞与について、標準賞与額の

記録が確認できなかったところ、同社では、年金事務所に賞与支払届を提出

したものの、当該賞与に係る厚生年金保険料は時効により納付できなかった

としている。 

しかし、厚生年金保険料が当該賞与から控除されていたことを確認できる

賞与明細書を保管しているので、申立期間について、年金給付に反映される

よう年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する賞与明細書及びＡ社から提出された賃金台帳により、申立

人は、平成 17年 12 月 28日に同社から賞与の支払いを受け、当該賞与に見合

う標準賞与額（29 万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事



 

務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3925 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保

険者資格喪失日に係る記録を昭和 46 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を５万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 46年４月 13日から同年５月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社に勤務していた期間のう

ち、申立期間の加入記録が確認できない。 

申立期間当時は、Ａ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に転勤した時期であるが、厚

生年金保険料は給与から控除されていたので、申立期間について、厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ａ社から提出された人事カード及び同社の回答か

ら、申立人は、申立期間において同社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ支店から同社

Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

なお、異動日については、上記の人事カード及び申立人と同様にＡ社Ｂ支店

から同社Ｃ支店に異動した同僚の記録から判断すると、昭和 46 年５月１日と

することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 46年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 6,000円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当



 

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 



 

北海道厚生年金 事案 3926 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ出張所におけ

る厚生年金保険被保険者資格喪失日に係る記録を昭和 43 年１月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月 31日から 43年１月１日まで 

申立期間は、Ａ社に勤務していた期間であるが、Ｃ県からＤ県に転勤した

際の年金記録が１か月欠落していた。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び事業主が保管する申立人に係る社員票により、

申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 43 年１月１日にＡ社Ｃ出張所から同社

Ｄ本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｃ出張所にお

ける昭和 42年 11月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、「当時の社会保険に関する資料が無いため、詳細に

ついては不明である。」と回答しているが、事業主が厚生年金保険被保険者資

格喪失日を昭和 43 年１月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所が

これを誤って 42年 12 月 31日と記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

12 月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所



 

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3927 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ市Ｂ局Ｃ部（現在は、Ａ市Ｄ局）に

おける厚生年金保険被保険者資格取得日に係る記録を昭和 60年 12月９日、同

資格喪失日に係る記録を 61 年９月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 11

万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年 12月９日から 61年９月１日まで 

申立期間について、臨時Ｅ職としてＡ市立Ｆ事業所で勤務したが、厚生年

金保険被保険者記録が無い。勤務していたことは確かなので、申立期間に厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ市立Ｆ事業所にはＧ事業の担当として採用された。」と主張し

ているところ、申立人が同事業所で臨時Ｅ職として一緒に勤務していたと名前

を挙げた同僚は、「申立期間当時、Ｇ事業の対象者が増えたため、臨時Ｅ職の

増員があり、その際に申立人が採用された。」と供述するとともに、申立人が

名前を挙げた同事業所の申立期間当時の所長及び二人の正職員であったＥ職

も、「臨時Ｅ職であった申立人と同事業所で一緒に勤務していた。」と供述して

いる。 

また、申立人から提出された写真のうち、申立人が名前を挙げた対象者と一

緒に写した餅つきの写真について、上記所長は、「餅つきは、例年 12月上旬の

10日前後に行っていた。また、当該対象者は、昭和 60年４月に入所したこと

を覚えている。」と供述するとともに、同所長と上記臨時Ｅ職は、「申立人は、

Ｈ社にスカウトされて急きょ退職することになったが、Ｈ社の事業所に移る日

まで勤務していた。」と供述しているところ、申立人の雇用保険の被保険者記



 

録では、昭和 61 年９月１日にＨ社で被保険者資格を取得していることが確認

できることから、申立人が申立期間においてＡ市立Ｆ事業所に勤務していたこ

とが認められる。 

さらに、Ａ市Ｄ局は、「Ａ市の期間雇用者は、社会保険の適用対象であり、

臨時Ｅ職の任用条件も、期間雇用者と同じで、雇用期間の長短により社会保険

の適用条件が変わることはない。」と回答している上、前記の所長及び二人の

正職員も、「臨時Ｅ職は、６か月から１年の期間雇用者であり、社会保険の強

制適用の対象者であった。」と供述している。 

加えて、Ａ市Ｂ局Ｃ部に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被

保険者原票」という。）により、申立期間に厚生年金保険の被保険者記録が確

認でき、生存及び所在が確認できた 16人に照会し、12人から回答が得られた

ところ、全員が臨時Ｅ職として勤務し、採用当初から雇用期間が定まっていた

期間雇用者であったこと、社会保険については、勤務当初から加入していたこ

と、Ｅ職は、正職員又は期間雇用の臨時Ｅ職以外はいなかったことを供述して

いる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認められる。 

また、申立人の標準報酬月額については、前記複数の臨時Ｅ職の社会保険事

務所（当時）の記録から判断すると、11万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、「社会保険の手続は間違いなく適正に行っており、

Ａ市に手続漏れがあったとは考えられない。」としているが、申立期間におけ

る被保険者原票の整理番号に欠番が無いことから、申立人に係る社会保険事務

所の記録が失われたとは考え難い上、仮に、事業主から申立人に係る厚生年金

保険被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後同被保険者資格の喪

失届も提出されていると思われるところ、いずれの機会においても社会保険事

務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険

事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る昭和 60年 12月から 61 年８月までの厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3928 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（26 万円）であったと認められることから、申立期間の標

準報酬月額の記録を 26万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年４月１日から 20年４月１日まで 

  Ａ社における標準報酬月額は、平成 18 年４月にそれまでの 26 万円から

11 万円に減額されているが、給与明細（写し）のとおり当時の給与額は約

26万円であるので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の厚生年金保険の

標準報酬月額は、当初、26 万円と記録されていたところ、平成 20 年４月 10

日付けで遡って 11 万円に減額訂正されていることが確認できる上、申立人を

除く５人についても、同日付けで 28万円から 20万円までの標準報酬月額が遡

って 11万円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、申立人が名前を挙げた同僚一人及びオンライン記録により申立期間に

当該事業所で厚生年金保険の加入記録が確認でき、生存及び所在が確認できた

同僚７人の合計８人に照会したところ、５人から回答が得られたが、いずれも

「給与計算業務は社長が担当していたが、会社の経営状態は苦しく、給与が遅

延したことがあり、給与明細さえ交付されないこともあった。」と供述し、そ

のうち３人は「ねんきん定期便により自分の標準報酬月額が減額訂正されてい

ることを知った。」と供述している。 

さらに、年金事務所から提出された当該事業所に係る滞納処分票（写し）及

び保険料収納状況照会回答票（写し）によると、当該事業所は、平成 17 年度

から 22年度まで社会保険料を滞納していたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような遡及訂

正処理を行う合理的な理由は見当たらず、標準報酬月額に係る有効な記録訂正



 

があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に

ついては、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から

26万円に訂正することが必要である。 



 

北海道厚生年金 事案 3929 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者記

録のうち、申立期間に係る被保険者資格喪失日（昭和 55年６月 13日）及び資

格取得日（同年 12月１日）の記録を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 55

年６月から同年９月までは９万 8,000円に、同年 10月及び同年 11 月は 16万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年６月 13日から同年 12月１日まで 

Ａ社で昭和 44年９月 10日から平成８年４月 21日まで継続して勤務して

いたが、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無いのはおかしいので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録によると、Ａ社におい

て昭和 44年９月 10日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、55年６月 13

日に同資格を喪失後、同年 12 月１日に同社において再度同資格を取得してお

り、同年６月から同年 11月までの申立期間に係る被保険者記録が無い。 

しかし、複数の同僚の供述から判断すると、申立人は申立期間においてＡ社

に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人が名前を挙げた同僚二人及びオンライン記録により申立期間当

時当該事業所で厚生年金保険の被保険者資格が確認でき、生存及び所在が確認

できた 14 人の計 16 人に照会し、10 人から回答が得られたところ、そのうち

申立人の申立期間における勤務が継続していた旨を供述している６人のうち

４人は、「申立人は、申立期間において雇用形態に変化は無く、退職、再入社

の事実も無い。」と供述している。 



 

さらに、オンライン記録によると、上記 16 人の厚生年金保険の被保険者記

録は勤務期間において継続していることが確認できるとともに、複数の同僚が、

申立人の同被保険者記録の欠落について、労働組合への関与の影響を供述して

いるところ、当該事業所は、「労働組合に従事する者は、通常の勤務時間終了

後に労働組合の業務を行っており、勤務形態は通常と変わらない。」と回答し

ている上、上記 16 人のうち申立人と同様に申立期間当時に当該事業所の労働

組合役員であったことが確認できた５人の同被保険者記録は申立期間におい

て継続していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 55 年５月及び同

年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、同年６月から同年９月までは

９万 8,000円、同年 10月及び同年 11月は 16万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は、申立期間当時の関係資料が無く不明とし

ているが、事業主から申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失届や取得

届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録すること

は考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び

取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

55年６月から同年 11月までの厚生年金保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期

間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道国民年金 事案 2042 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年４月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 55年３月まで 

昭和 55 年９月頃にＡ市Ｂ区役所で私たち夫婦の婚姻届を提出しようとし

たところ、同区役所の職員から、夫婦二人共に国民年金に未加入なので、加

入して、＊歳から未納となっている国民年金保険料を納付しなければ、婚姻

届は受理することができないと言われた。 

そのため、後日、私の妻が夫婦二人の＊歳まで遡った国民年金保険料を同

区役所の窓口でまとめて納付し、改めて提出した婚姻届が受理された。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私の妻が、Ａ市Ｂ区役所に婚姻届を提出しようとしたところ、

未納となっている国民年金保険料を納付しなければ婚姻届は受理できないと

説明されたため、妻が、後日、申立期間の保険料を妻の保険料と併せて同区役

所の窓口で納付した。」としているが、Ａ市では、「国民年金と婚姻の届出は無

関係であり、未納となっている保険料を納付しなければ婚姻届が受理できない

という説明をするとは考えられない。また、過年度保険料となる当該期間の保

険料を同区役所内で納付することはできなかった。」としており、申立人の申

立内容は不合理である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保

険者加入状況調査等により昭和 55年 10月頃に払い出されたものと推認でき、

申立人の国民年金の加入手続はこの頃に行われたものと認められるところ、

ⅰ）加入手続時点で、申立期間のうち、51年４月から 53年６月までは、時効

により国民年金保険料を納付することができない期間であること、ⅱ）53 年

７月から 55 年３月までは、過年度納付により保険料の納付が可能な期間であ



るところ、申立人は、申立人の妻が申立期間の保険料をＡ市Ｂ区役所の窓口で

納付したと主張しているが、同区役所内では過年度保険料の収納は行っていな

かったとしていることから、申立人の申立内容に不自然さがある。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当

たらない上、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料等（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 2043 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年 10 月から 55年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年 10月から 55年３月まで 

昭和 55 年９月頃にＡ市Ｂ区役所で私たち夫婦の婚姻届を提出しようとし

たところ、同区役所の職員から、夫婦二人共に国民年金に未加入なので、加

入して、＊歳から未納となっている国民年金保険料を納付しなければ、婚姻

届は受理することができないと言われた。 

そのため、後日、私が夫婦二人の＊歳まで遡った国民年金保険料を同区役

所の窓口でまとめて納付し、改めて提出した婚姻届が受理された。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ市Ｂ区役所に婚姻届を提出しようとしたところ、未納となっ

ている国民年金保険料を納付しなければ婚姻届は受理できないと説明された

ため、後日、申立期間の保険料を夫の保険料と併せて同区役所の窓口で納付し

た。」としているが、Ａ市では、「国民年金と婚姻の届出は無関係であり、未納

となっている保険料を納付しなければ婚姻届が受理できないという説明をす

るとは考えられない。また、過年度保険料となる当該期間の保険料を同区役所

内で納付することはできなかった。」としており、申立人の申立内容は不合理

である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保

険者加入状況調査等により昭和 55年 10月頃に払い出されたものと推認でき、

申立人の国民年金の加入手続はこの頃に行われたものと認められるところ、

ⅰ）加入手続時点で、申立期間のうち、52 年 10 月から 53 年６月までは、時

効により国民年金保険料を納付することができない期間であること、ⅱ）53

年７月から 55 年３月までは、過年度納付により保険料の納付が可能な期間で



あるところ、申立人は、申立期間の保険料をＡ市Ｂ区役所の窓口で納付したと

主張しているが、同区役所内では過年度保険料の収納は行っていなかったとし

ていることから、申立人の申立内容に不自然さがある。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当

たらない上、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料等（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 2044 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10年 12 月から 11年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年 12月から 11年３月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料について、納付が遅れていたためＡ市Ｂ

区役所でひと月分ずつの納付書を交付してもらい、４回に分けてＣ郵便局で

納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間の国民年金保険料は、平成 11年６月の免除申請の際に

Ａ市Ｂ区役所でひと月ごとの納付書を交付してもらい、同年６月、８月、10

月及び 12月に夫の遺族年金が給付された後、Ｃ郵便局で納付した。」と主張し

ているところ、オンライン記録により、申立人に対し平成 12年６月 21日に納

付書が交付されていることが確認でき、申立人は 11年５月から 12年３月まで

の期間について、国民年金保険料の免除承認を受けているが、その追納の申出

を行っていない上、申立人に申立期間以外の未納期間が無いことから、当該納

付書は申立期間に係る過年度納付書であると考えられる。 

しかしながら、申立人は、交付された納付書により平成 11年 12月までに申

立期間の国民年金保険料を納付したと主張しているところ、申立期間の納付書

が交付された時期が 12 年６月であることを踏まえれば、申立人の主張は不自

然であり、また、基礎年金番号制度が導入された９年１月以降の同一年内にお

いて、保険料の納付記録が４度も誤って処理されたものとは考え難い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 2045 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 42年２月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 42年２月から 44年３月まで 

私は、成人式で国民年金に関する講演を聞いたことから、20 歳になって

すぐの昭和 42 年＊月に、自宅近くにあったＡ市Ｂ出張所で国民年金の加入

手続を行った。 

当時は大学生であったが、毎月母親から小遣いをもらっていたほか、家業

の手伝いをしてアルバイト料をもらっており、その中からひと月当たり 250

円から 300 円ほどの国民年金保険料を数か月ごとに納付していた記憶があ

る。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、大学在学中である昭和 42 年＊月頃に国民年金に加入したとして

いるところ、Ａ市の被保険者名簿及び特殊台帳（マイクロフィルム）において、

当該時期に申立人が国民年金の任意加入手続を行った記録が確認できない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保

険者状況調査等により、昭和 46 年４月頃に払い出されたものと推認できると

ころ、当該時点において、申立期間の大半は時効により国民年金保険料を納付

できない期間である上、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間中の国民年金保険料をＡ市Ｂ出張所で納付した

と述べているところ、申立期間当時に同出張所で保険料を納付する場合には、

国民年金印紙を購入して国民年金手帳に貼り付け、検認を受ける必要があった

が、申立人にはその記憶がない。 



加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 2046 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年９月から 58年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 55年９月から 58年２月まで 

私は、昭和 55 年９月に会社を退職し、すぐにＡ県Ｂ市役所で国民年金の

加入手続を行い、同年同月から 58 年３月に結婚するまでの間、滞ることな

く国民年金保険料を納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金記号番号は、その前後の同記号番号の被保険者状況調査等

により、昭和 61 年７月頃に払い出されたものと推認でき、その時点で申立期

間は時効により国民年金保険料を納付できない期間である上、当該期間はオン

ライン記録上未加入とされている期間であり、申立期間当時、申立人に対し別

の国民年金記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続を行った際に使用した

とする年金手帳を所持しており、当該年金手帳の厚生年金保険記号番号欄には、

申立人が昭和52年９月から申立期間直前の55年８月まで厚生年金保険に加入

した際に払い出された同記号番号が記載されているところ、同手帳の国民年金

記号番号欄には、上述の 61 年７月頃に払い出されたと推認される同記号番号

が記載されており、これらの事実は、会社を退職後すぐに国民年金の加入手続

を行ったとする申立人の主張とは一致しない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 2047 

 

第１ 委員会の結論                              

申立人の平成９年３月から同年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生  

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年３月から同年９月まで 

    平成９年２月に私がそれまで勤務していた職場を退職したことに伴い、私

の妻が同年４月にＡ市Ｂ区役所で国民健康保険の加入手続を行った際、同区

役所の窓口担当者から、国民年金にも加入しなければならない旨の説明を受

け、妻が夫婦二人分の国民年金の加入手続を行った。 

    その際、国民健康保険料と夫婦二人分の国民年金保険料を合わせると１か

月の納付額が高額となり納付が困難だったことから、国民健康保険料を分割

納付にしてもらい、国民年金保険料については２年以内であれば納付が可能

である旨の説明を受けたので、一人分の１か月分の保険料額である１万円か

ら１万 3,000円ぐらいの金額を毎月妻が納付し、１年半から２年ぐらいで申

立期間の夫婦の国民年金保険料を完納した。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身が職場を退職して間もない平成９年４月頃に、申立人の妻が

夫婦二人分の国民年金の加入手続を行ったとしているところ、Ａ市の電算記録

により、ⅰ）申立人について、申立人の厚生年金保険被保険者資格の得喪に伴

う９年３月１日付け国民年金被保険者資格取得日及び同年 10 月１日付け同資

格喪失日が 10年１月 28日に処理されていること、ⅱ）申立人の妻について、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の得喪に伴う９年３月１日付け国民年金

被保険者種別変更（第１号被保険者該当）及び同年 10 月１日付け同種別変更

（第３号被保険者該当）が 10年１月 28日に処理されていることが確認できる

ことから、申立人夫婦が申立期間に係る国民年金の加入手続を行った時期は同

年１月頃と推認でき、当該手続時期は申立人の主張とは相違する。 



また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人夫婦の国民年金の加入手続が行

われたと推認される平成 10 年１月の時点において、申立期間の国民年金保険

料は納付が可能であるが、当該期間は、申立人夫婦の保険料を納付していたと

する申立人の妻の保険料もオンライン記録上未納とされているなど、申立人の

申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 2048 

 

第１ 委員会の結論                              

申立人の平成９年３月から同年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生  

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年３月から同年９月まで 

平成９年２月に私の夫がそれまで勤務していた職場を退職したことに伴

い、私が同年４月にＡ市Ｂ区役所で国民健康保険の加入手続を行った際、同

区役所の窓口担当者から、国民年金にも加入しなければならない旨の説明を

受け、夫婦二人分の国民年金の加入手続を行った。 

その際、国民健康保険料と夫婦二人分の国民年金保険料を合わせると１か

月の納付額が高額となり納付が困難だったことから、国民健康保険料を分割

納付にしてもらい、国民年金保険料については２年以内であれば納付が可能

である旨の説明を受けたので、一人分の１か月分の保険料額である１万円か

ら１万 3,000円くらいの金額を毎月納付し、１年半から２年ぐらいで申立期

間の夫婦の国民年金保険料を完納した。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫が職場を退職して間もない平成９年４月頃に、夫婦二

人分の国民年金の加入手続を行ったとしているところ、Ａ市の電算記録により、

ⅰ）申立人について、申立人の夫の厚生年金保険被保険者資格の得喪に伴う９

年３月１日付け国民年金被保険者種別変更（第１号被保険者該当）及び同年

10 月１日付け同種別変更（第３号被保険者該当）が 10 年１月 28 日に処理さ

れていること、ⅱ）申立人の夫について、自身の厚生年金保険被保険者資格の

得喪に伴う９年３月１日付け国民年金被保険者資格取得日、及び同年 10 月１

日付け同資格喪失日が、10年１月 28日に処理されていることが確認できるこ

とから、申立人夫婦が申立期間に係る国民年金の加入手続を行った時期は同年

１月頃と推認でき、当該手続時期は申立人の主張とは相違する。 



また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人夫婦の国民年金加入手続が行わ

れたと推認される平成 10 年１月の時点において、申立期間の国民年金保険料

は納付が可能であるが、申立人が納付したとする申立人の夫の当該期間の保険

料もオンライン記録上未納とされているなど、申立人が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3930 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年４月１日から 35年４月１日まで 

昭和 28 年４月１日から、学校に通学しながら、Ａ社Ｂ支店（適用事業所

名は、Ａ社Ｃ支店）にＤ職のアルバイトとして勤務した。 

昭和 44 年２月まで継続して勤務していたので、申立期間について、厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

(注) 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｅ支店から提出された申立人に係る社員名簿により、申立人は、申立期

間中の昭和33年８月20日に同社Ｂ支店の前身である同社Ｅ支店Ｂ分室に臨時

作業員として採用され、その後 36年４月１日に正社員となり、44年２月まで

同社同支店に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社Ｅ支店から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得届（受付日：昭和 35 年４月６日）及び同資格喪失確認通

知書（確認日：昭和 44年２月 18日）により、申立人は、同社Ｃ支店において

昭和 35年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、44年２月６日に

同資格を喪失していることが確認でき、これらの記録は、健康保険厚生年金保

険被保険者名簿及びオンライン記録と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社Ｅ支店は、「当時、厚生年金保険の適用については、正社員は、

全員厚生年金保険に加入させていたが、正社員以外の者については雇用形態に

より厚生年金保険を適用しない場合があったと推測される。また、当時、臨時

社員が正社員として採用される制度はあったが、正社員として採用されるまで

の期間は一定ではなく個別に異なっていた。」と回答している。 



 

さらに、オンライン記録により、当該事業所において厚生年金保険被保険者

記録が確認できる 36 人（申立人の代理人から名前が挙がった同僚二人を含

む。）に照会し、21人から回答が得られたところ、このうち自身の入社時期を

記憶していた 17人のうち 14人は、入社から７か月から最大で８年後に厚生年

金保険の被保険者資格を取得したことが確認できる上、前述の入社時期を記憶

していた同僚の一人は、「厚生年金保険に加入する前に厚生年金保険料を給与

から控除されていなかった。」と供述している。 

以上のことから判断して、当時、当該事業所では、臨時社員について入社と

同時に一律に厚生年金保険に加入させる取扱いを行っておらず、事業主が正社

員になるまでの間に何らかの基準により従業員ごとに同保険の加入の判断を

行っていたと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3931 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ：  昭和 13年生 

住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35年７月７日から 37年５月 15日まで 

② 昭和 37年 11月 14日から 39年７月１日まで 

日本年金機構から脱退手当金に係るはがきを受け取ったところ、申立期間

①及び②については、脱退手当金が支給済みとされていた。 

脱退手当金を受け取った記憶がないので、両申立期間について年金額に反

映される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②に係るＡ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、

脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

また、Ａ社を退職し、厚生年金保険の被保険者資格を喪失した（昭和 39 年

７月１日）後、昭和 54年 10月 29日まで公的年金に加入していない申立人が

申立期間①及び②に係る厚生年金保険について脱退手当金を受給することに

不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、両申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3932 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

             

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年 10月５日から 43年７月 10日まで 

日本年金機構から脱退手当金に係るはがきを受け取ったところ、申立期間

については脱退手当金が支給済みであるとされていた。 

しかし、脱退手当金を請求したことも受給したこともないので、申立期間

について年金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りが無い上、申立期間に係る

厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から26日後の昭和43年８月６日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3933 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 14年 12月１日から 17年７月 21日まで 

年金記録を確認したところ、Ａ社を定年退職した後に再雇用された平成

12年８月から 17年７月までの期間のうち、申立期間前の標準報酬月額は 20

万円から 24 万円までとなっているのに対し、申立期間の標準報酬月額につ

いては、16万円又は 17万円となっており、実際に支給を受けていた給与支

給額より低額な記録となっているので、標準報酬月額の記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

Ａ社から提出された所員給料支払明細により、申立期間のうち、平成 15 年

１月、同年９月、同年 11月、同年 12月、16年５月及び同年６月については、

同支払明細に記載された報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録に

より確認できる標準報酬月額よりも高額であるものの、事業主が源泉控除して

いたと認められる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン

記録により確認できる標準報酬月額と申立期間について全て一致しているこ

とが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連



 

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3934 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月９日から平成４年３月 31日まで 

昭和 57 年３月にＡ社を退職した後、同年４月から平成４年３月までＢ市

Ｃ事業所に非常勤職員のＤ職として勤務していたが、年金記録を確認したと

ころ、申立期間の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

等は無いが、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する複数の辞令書及び同僚の供述から判断すると、申立人は、

申立期間のうち、昭和 57 年４月９日から 58 年 12 月 31 日までの期間、59 年

１月４日から同年３月 31 日までの期間、60 年４月 12 日から 61 年２月 21 日

までの期間、平成元年４月 10日から同年 10月 18日までの期間、２年５月 25

日から同年 10月 31日までの期間及び３年４月１日から４年３月 31日までの

期間においてＢ市Ｃ事業所に非常勤職員のＤ職として任用され、全ての出勤日

の特定はできないものの、当該各期間の一部の期間において勤務していたこと

は認められる。 

しかしながら、Ｂ市Ｃ区Ｅ部は、「文書保存年限が経過し、関係資料を既に

廃棄していることから、申立期間当時の状況は不明である。」と回答している

上、申立期間当時のＢ市Ｃ事業所長も既に死亡していることから、申立人の申

立期間における勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料控除の状況

について確認することができない。 

また、申立人が申立期間当時の同僚として名前を挙げた者５人に照会したと

ころ、回答が得られた３人のうち１人は、「非常勤職員のＤ職は、年度ごとに



 

雇用期間が定められ、毎年度更新する非常勤職員と業務の繁忙期だけ雇用され

る非常勤職員がおり、申立人は、業務の繁忙期にだけ勤務していた。しかし、

全ての非常勤職員が厚生年金保険に加入していたか否かは分からない。」と供

述しており、他の一人は、「業務の繁忙期に勤務していた非常勤職員のＤ職は、

厚生年金保険に加入していなかった。」と供述している上、残りの一人からは、

申立人の申立期間における厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料控除をう

かがわせる供述を得られなかった。 

さらに、オンライン記録により、申立期間においてＢ市Ｃ事業所における厚

生年金保険の加入記録が確認できる者のうち、生存及び所在が確認できた者６

人（上記の同僚５人を除く。）に照会したところ、回答が得られた３人のうち

１人は、「私は、毎年度、雇用期間が更新される非常勤職員のＤ職であり、採

用された当初から厚生年金保険に加入していた。申立人は、職員が不足する業

務繁忙期の午前又は午後の半日間だけ勤務していた記憶があるが、厚生年金保

険に加入していたか否かは分からない。」と供述しており、他の一人は、「申

立期間当時、厚生年金保険に加入できたのは雇用期間中に毎日勤務する非常勤

職員だけで、業務の繁忙期だけ出勤する非常勤職員は、厚生年金保険に加入し

ていなかった。」と供述している上、残りの一人からは、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料控除をうかがわせる供述を得

られず、申立人も厚生年金保険料が給与から控除されていた具体的な記憶がな

い。 

加えて、申立人が保管する辞令書によると、申立人の任用期間中の勤務日及

び勤務時間は、「Ｂ市Ｃ事業所長が定める日時」と規定されており、各辞令書

において任用期間中における特定日の特定時間、又は勤務日数だけがそれぞれ

指定されていることが確認でき、申立期間においてＢ市Ｃ事業所における厚生

年金保険の加入記録が確認できる上記の同僚全員が、「雇用期間中は、毎日、

終日勤務していた。」と供述していることから、申立人の雇用形態は、これら

同僚の雇用形態とは異なっていたものと推認できるとともに、申立人の同保健

所における雇用保険の被保険者記録も確認できない。 

その上、申立人が保管するＦ共済組合に係る任意継続組合員掛金決定通知書、

任意継続組合員資格喪失申出書及び昭和 58 年分給与所得の源泉徴収票により、

申立人は、昭和 57年４月１日から 59年４月１日までの期間は、同共済組合の

任意継続組合員であったことが確認できるとともに、Ｂ市から提出された国民

健康保険加入記録により、申立人が同共済組合の任意継続組合員資格を喪失し

た同日から平成 20 年４月１日までの期間は、国民健康保険の被保険者であっ

たことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



 

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3935 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51年４月１日から同年９月１日まで 

② 昭和 52年 10月１日から 53年 10月１日まで  

③ 昭和 55年８月１日から 56年９月１日まで 

④ 昭和 56年９月１日から 57年９月１日まで 

⑤ 昭和 58年 10月１日から 59年４月１日まで 

⑥ 昭和 59年４月１日から同年 10月１日まで 

⑦ 昭和 59年 10月１日から 60年 10月１日まで 

⑧ 昭和 63年４月１日から平成元年 10月１日まで 

⑨ 平成２年４月１日から同年 10月１日まで 

⑩ 平成 11年 10月１日から 12年 10月１日まで 

⑪ 平成 12年 10月１日から 13年４月１日まで 

昭和 41年４月１日から平成 13年３月 31日までＡ社（現在は、Ｂ社）に

勤務していたが、年金記録を確認したところ、申立期間①、②、③、⑥及び

⑧の転勤後の標準報酬月額の記録が、転勤前の標準報酬月額より低額又は同

額となっており、申立期間⑨については、標準報酬月額が当時の給与支給額

よりも低額な記録となっている。 

また、申立期間⑤及び⑩は、当該期間に係る標準報酬月額の定時決定後の

標準報酬月額の記録が、同決定前の標準報酬月額よりも低額な記録となって

おり、申立期間④、⑦及び⑪については、定時決定又は随時改定により決定

された標準報酬月額の記録が、当時の給与支給額よりも低額な記録となって

いる。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

等は無いが、Ａ社在職中の給与は毎年昇給しており、転勤時には昇給・昇格

していたことから、標準報酬月額が減額されることは考え難いので、各申立



 

期間の標準報酬月額について、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間①から⑪までの標準報酬月額の相違について申し立て

ているところ、Ｂ社では、「当社が保管する職員名簿（人事記録）により、

申立期間①から⑩までに係る基本給、家族手当及び役付手当の支給額は確認

できるものの、通勤手当及び時間外手当等を含めた給与の総支給額及び厚生

年金保険料控除額については、関係資料が無く、当時の状況は不明である。」

と回答している上、申立期間に係る給与支給額及び厚生年金保険料控除額を

確認できる給与明細書等の資料も無いことから、申立期間①から⑩までにつ

いては、各申立期間における報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確

認することができない。 

また、申立期間⑪について、Ｂ社は、「当社が保管する申立人に係る厚生

年金保険被保険者資格喪失確認通知書（副）及び賃金台帳兼所得税源泉徴収

簿により、厚生年金保険料は、標準報酬月額に見合う保険料額を控除してい

ることが確認できることから、当時の事務処理は適切に行われていたものと

考えられる。」と回答している。 

さらに、Ｂ社では、「転勤に伴う厚生年金保険被保険者資格の取得届出時

における報酬月額については、非固定的賃金（時間外手当見込額）を含めず、

基本給等の固定的賃金のみを報酬月額として届出したことから、転勤後の標

準報酬月額が転勤前の標準報酬月額より低額になったものと考えられる。ま

た、当社の定期昇給は毎年４月であるが、昇給分の給与については、６月支

給の給与において遡って支給していたことから、４月に転勤した者の標準報

酬月額は、昇給前の給与額で届出したものと考えられる。しかし、厚生年金

保険料については、各申立期間の標準報酬月額に見合った保険料額を給与か

ら控除している。」と回答している。 

加えて、オンライン記録により、申立てに係るＡ社Ｃ支店（以下「Ｃ支店」

という。）、同社Ｄ支店（以下「Ｄ支店」という。）、同社Ｅ支店（以下「Ｅ支

店」という。）、同社Ｆ支店（以下「Ｆ支店」という。）、Ｂ社Ｇ支店（以下「Ｇ

支店」という。）及び同社本店に係る各申立期間において、それぞれ厚生年

金保険被保険者資格を取得していることが確認できる者 143 人を抽出して

標準報酬月額の推移を確認したところ、事業所間の異動に伴い転勤後の標準

報酬月額の等級が転勤前の等級より低くなっている者が 35 人確認できると

ともに、標準報酬月額の定時決定において同決定後の標準報酬月額の等級が

決定前の等級より低くなっている者が 19 人確認できるなど、申立人の標準

報酬月額の記録だけが不自然な記録となっているような状況は認められな

い。 

その上、申立人のＣ支店、Ｄ支店、Ｅ支店及びＦ支店に係る健康保険厚年



 

金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）における標準報酬月

額の記録は、オンライン記録と一致している上、これら支店にＧ支店及びＢ

社本店を含めオンライン記録において遡及して訂正されているなどの不自

然な処理が行われた形跡は無い。 

２ 申立期間①について、申立人は、「昭和 51年４月１日にＡ社Ｈ支店からＣ

支店に転勤した後の標準報酬月額（16万円）が、転勤前の標準報酬月額（18

万円）よりも低額な記録となっているが、当時の給与支給額は 20 万円であ

った。」と主張しているところ、Ｂ社から提出された職員名簿により、転勤

後の基本給（13万 4,000円）は、転勤前の基本給（12万 2,000 円）より高

額となっていることが確認できる。 

しかしながら、Ｃ支店に係る被保険者原票により、申立期間①に同支店に

おいて被保険者資格を取得していることが確認できる者のうち、生存及び所

在が確認できた同僚５人に照会したところ、回答が得られた３人全員が、「転

勤した時は、転勤先で改めて報酬月額の届出を行うことから、転勤後の諸手

当の支給状況により標準報酬月額は変更され、減額となることもあった。」

と供述している上、このうち一人は、「Ｃ支店勤務当時の標準報酬月額の決

定通知書を保管しているが、当該通知書における標準報酬月額は、私の年金

記録と一致している。」と供述しており、いずれの者からも申立人が主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されていたことを確認でき

る供述を得られず、申立人も申立期間①の報酬月額及び厚生年金保険料控除

額について具体的な記憶がない。 

このほか、申立期間①について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間②について、申立人は、「昭和 52年 10月１日にＣ支店からＤ支

店に転勤した後の標準報酬月額（20 万円）は、転勤に伴い給与支給額が増

額した（24 万円）にもかかわらず、転勤前の標準報酬月額と同額となって

いる。」と主張しているところ、Ｂ社の回答から、申立人に対して異動に伴

う役付手当（１万円）が新たに支給されていることが確認できる。 

しかしながら、Ｄ支店に係る被保険者原票により、申立期間②に同支店に

おいて被保険者資格を取得していることが確認できる者のうち、生存及び所

在が確認できた同僚５人に照会したところ、回答が得られた４人のうち３人

は、「転勤者については、転勤先で厚生年金保険被保険者資格の取得手続を

行うこととなり、報酬月額も見直されることから、通勤手当、住宅手当及び

役付手当等の各種手当等に変動があった場合には、標準報酬月額が増額又は

減額される。」と供述している上、このうち一人は、「役付となった社員は、

会社が借り上げた住宅に入居することから、住宅手当が支給されないことと

なり、給与支給額も減額する。」と供述しており、いずれの者からも申立人



 

が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されていたことを

確認できる供述を得られず、申立人も申立期間②の厚生年金保険料控除額に

ついて具体的な記憶がない。 

また、上記の同僚５人のうちの１人から提出された賃金台帳及び所得税徴

収簿（昭和 52年 11 月 22日支給）により、同人の報酬月額と標準報酬月額

は符合しており、厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額もオンライン

記録において確認できる標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間②について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

４ 申立期間③について、申立人は、「昭和 55年８月１日にＤ支店からＥ支店

に転勤した後の標準報酬月額（24 万円）は、転勤に伴い給与支給額が増額

している（38 万円）はずであるが、転勤前の標準報酬月額（26 万円）より

低額となっている。」と主張している。 

しかしながら、Ｅ支店に係る被保険者原票により、申立期間③に同支店に

おいて被保険者資格を取得していることが確認できる者のうち、生存及び所

在が確認できた同僚５人に照会したところ、回答が得られた３人のうち１人

は、「転勤時には、転勤先における通勤手当及び住宅手当等の各種手当の支

給額が変わることから、標準報酬月額も変動する。」と供述しており、他の

二人からは、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる供述を得られず、申立人も申立期間③の厚生年

金保険料控除額について具体的な記憶がない。 

このほか、申立期間③について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

５ 申立期間④及び⑤について、申立人は、「Ｅ支店において昭和 56年９月に

改定された標準報酬月額（30 万円）及び 58 年 10 月に定時決定された標準

報酬月額（36 万円）は、いずれも当時の給与支給額（38 万円）よりも低額

な記録となっている。」と主張しているところ、Ｅ支店に係る被保険者原票

及びオンライン記録により、56 年９月に標準報酬月額が 24 万円から 30 万

円に改定され、58 年 10 月の定時決定においては、標準報酬月額が 38 万円

から 36万円に変更されていることが確認できる。 

しかしながら、Ｂ社では、「当社が保管する職員名簿等から、申立人の申

立期間④当時の基本給は 20万 1,000円、これに家族手当（２万 8,000円）

及び役付手当（１万 6,000円）を加算した計 24万 5,000円を支給しており、

また、申立期間⑤当時は、基本給 22万 9,000円に家族手当（２万 9,500円）

及び役付手当（１万 8,000円）を加算した計 27万 6,500円を支給している

ことが確認できるものの、通勤手当及び時間外手当等を含めた給与の総支給



 

額については、関係資料が無く不明である。しかし、これら各支給額から判

断すると、両申立期間に係る報酬月額の社会保険事務所（当時）に対する届

出は適切に行われていたものと考えられる。」と回答している。 

また、前記４の項において回答が得られた同僚３人のうち１人は、「標準

報酬月額の改定又は定時決定においては、時間外手当の支給状況に左右され

ることが多く、標準報酬月額の等級が１等級や２等級高低することはあっ

た。」と供述している。 

さらに、標準報酬月額は、厚生年金保険法第 23 条において、継続した固

定的賃金の変動に伴い３か月間に受けた報酬の総額を３で除して得た額が、

前標準報酬月額の等級と２等級以上の高低が生じた場合に改定することが

できると規定されており、変動があって初めて支給された月から４か月目の

標準報酬月額から変更されることとなる。また、標準報酬月額の定時決定に

ついては、同法第 21 条により、５月、６月及び７月の３か月間（申立期間

⑤当時）の報酬月額の平均額に基づき決定されることとなるが、申立期間④

及び⑤について、申立人の主張する標準報酬月額を確認できる給与明細書等

の資料は無い。 

６ 申立期間⑥について、申立人は、「昭和 59年４月１日にＥ支店からＦ支店

に転勤した後の標準報酬月額（34 万円）は、転勤に伴い給与支給額が増額

した（38 万円）にもかかわらず、転勤前の標準報酬月額（36 万円）より低

額となっている。」と主張している。 

しかしながら、Ｆ支店に係る被保険者原票により、申立期間⑥に同支店に

おいて被保険者資格を取得していることが確認できる者のうち、生存及び所

在が確認できた同僚５人に照会したところ、回答が得られた二人は、「当時

の状況は分からない。」と回答しているものの、このうち一人は「転勤した

場合、転勤先における昇任・昇給及び各種手当の支給状況等により、給与支

給額も変わることから、標準報酬月額も変動する。」と供述している。 

このほか、申立期間⑥について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

７ 申立期間⑦について、申立人は、「昭和 59年 10月にＦ支店において定時

決定された標準報酬月額（36 万円）が、当時の給与支給額（38 万円）より

も低額な記録となっている。」と主張しているところ、オンライン記録によ

り、昭和 59年 10月の定時決定において申立人の標準報酬月額が 34万円か

ら 36万円に変更されていることが確認できる。 

しかしながら、Ｂ社では、「当行が保管する職員名簿等から、申立期間⑦

当時の基本給は 24万 7,000円であり、これに家族手当（２万 9,500円）及

び役付手当（２万円）が加算されて計 29万 6,500円を支給していることが

確認できるものの、通勤手当及び時間外手当等を含めた給与の総支給額につ



 

いては、関係資料が無く不明である。しかし、支給額から判断すると、申立

期間⑦に係る報酬月額の社会保険事務所に対する届出は適切に行われてい

たものと考えられる。」と回答している。 

また、前記６の項において回答が得られた同僚二人からは、申立人の主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことをうかがわせる供述が得られず、申立人も申立期間⑦の厚生年

金保険料控除額について具体的な記憶がない。 

このほか、申立期間⑦について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

８ 申立期間⑧について、申立人は、「昭和 63年４月１日にＦ支店からＡ社本

店に転勤した後の標準報酬月額（41 万円）は、転勤に伴い給与支給額が増

額した（44 万円）にもかかわらず、転勤前の標準報酬月額と同額となって

いる。」と主張しているところ、Ｂ社から提出された職員名簿及び同行の回

答から、申立人の基本給は 27万 4,800円から 28万 4,300円に、役付手当は

２万円から３万円にそれぞれ増額していることが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録により、申立期間⑧にＡ社本店において厚

生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる者のうち、生存

及び所在が確認できた同僚５人に照会し、全員から回答が得られたところ、

当時の記憶がないとする１人を除く４人は、「標準報酬月額は給与支給額に

見合ったものであり、厚生年金保険料も給与から適切に控除されていた。」

と供述しており、このうち二人は、「転勤時には、転勤先で厚生年金保険被

保険者資格の取得手続を行っていた。転勤先に応じて各種手当の変動があり、

給与支給額も変動した。」と供述している。また、このうち社会保険事務を

担当していたとする者は、「社会保険事務所に対する各種届出は適正に行っ

ており、厚生年金保険料は、給与支給額に応じて決定された標準報酬月額に

基づき、適切に算定し、給与から控除していた。」と供述している。 

このほか、申立期間⑧について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

９ 申立期間⑨について、申立人は、「平成２年４月１日にＢ社本店からＧ支

店に転勤した後の標準報酬月額（47 万円）は、転勤に伴い増額した給与支

給額（53万円）より低額な記録となっている。」と主張している。 

しかしながら、Ｇ社では、「当社が保管する職員名簿等から、申立人は、

転勤に伴い時間外手当の支給対象外となるＩ職に発令されており、給与の総

支給額は不明であるものの、基本給、家族手当及び役付手当の合計支給額に

ついては、35 万 6,300 円から 37 万 4,300 円に増額したことが確認できる。

また、申立人の標準報酬月額は、転勤前の 44万円から 47万円へと標準報酬



 

月額の等級が１等級高くなっていることから判断すると、前記の合計支給額

に加算する通勤手当等の支給額を考慮しても、申立人が主張する標準報酬月

額 53万円に見合う給与を支給していたものとは考え難い。」と回答している。 

また、オンライン記録により、申立期間⑨にＧ支店において被保険者資格

を取得していることが確認できる者のうち、生存及び所在が確認できた同僚

４人に照会し、このうち回答が得られた二人は、「標準報酬月額は、当時の

給与支給額に見合ったものであり、厚生年金保険料も給与から適切に控除さ

れていた。」と供述しており、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料が控除されていたことを確認できる供述を得られず、申立人も申

立期間⑨の厚生年金保険料控除額について具体的な記憶がない。 

このほか、申立期間⑨について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

10 申立期間⑩について、申立人は、「平成 11年 10月にＢ社本店において定

時決定された標準報酬月額（47 万円）が、同決定前の標準報酬月額（53 万

円）より低額な記録となっているが、当時の給与支給額に変更は無かった。」

と主張している。 

しかしながら、Ｂ社から提出された職員名簿及び同社の回答から、時間外

手当等の非固定的賃金の支給状況が不明であるものの、申立人の基本給は、

平成 11年４月１日に 33万 9,200円から 33 万 1,300円に減額されているこ

とが確認できる。 

また、前記８の項で回答が得られた同僚５人のうち１人は、「毎年 10月に

決定される標準報酬月額は、残業手当の支給状況により左右されることから、

標準報酬月額の算定対象月に係る残業は控えていた。このため、定時決定に

おいて標準報酬月額の等級が決定前の等級より低くなったことがある。」と

供述しており、他の４人からは、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料が控除されていたことを確認できる供述を得られず、申立人も

申立期間⑩の厚生年金保険料控除額について具体的な記憶がない。 

このほか、申立期間⑩について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

11 申立期間⑪について、申立人は、「平成 12年 10月にＢ社本店において定

時決定された標準報酬月額（50 万円）は、当時の給与支給額に見合う標準

報酬月額（53万円）となっていない。」と主張している。 

しかしながら、Ｂ社から提出された平成 13年３月 31日付けの退職者に係

る厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書（副）から、申立人の退職時の

標準報酬月額は 50 万円であることが確認でき、当該標準報酬月額は、オン

ライン記録と一致していることが確認できるとともに、同社から提出された



 

同年３月 22 日支給の給与に係る賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立

人は、標準報酬月額 50万円に見合う報酬月額（50 万 5,613円）の支払いを

受け、標準報酬月額 50万円に見合う厚生年金保険料（４万 3,375 円）が給

与から控除されていることが確認できる上、ほかに申立人の主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も申立期間⑪の厚生年金

保険料控除額について具体的な記憶がない。 

このほか、申立期間⑪について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

12 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、全

ての申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



 

北海道厚生年金 事案 3936 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 44年４月１日から 45年４月１日まで 

             ② 昭和 45年４月 28日から 46年４月１日まで 

申立期間①はＡ社（現在は、Ｂ社）が経営するＣ事業所、申立期間②はＤ

社Ｅ事業所にそれぞれＦ職として勤務していたが、厚生年金保険の加入記録

によると、両申立期間に係る標準報酬月額は、いずれも当時の給与支給額よ

りも低額な記録となっているので、正しい標準報酬月額の記録に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「短期大学を卒業した後、昭和 44 年４

月にＡ社が経営するＣ事業所に採用されたが、同社に勤務していた期間の標

準報酬月額（２万円）は、同社から支払いを受けた給与支給額（３万円）よ

りも低額となっている。」と主張しているところ、Ｂ社では、「当時の資料

が無く、申立人がＡ社に在籍していたか否かも確認できない。」と回答して

いることから、申立人の申立期間①における給与の支給状況及び厚生年金保

険料控除の状況について確認することができない。 

また、申立人が申立期間①当時の同僚等として名前を挙げた者４人のうち、

唯一生存及び所在が確認できた者は、「当時の給与支給額と年金記録の標準

報酬月額は符合していると思う。申立人の給与支給額については、聞いたこ

ともないが、私とほぼ同額であったと思う。」と供述しているところ、オン

ライン記録により、同人の申立期間①の標準報酬月額は、申立人の標準報酬

月額とほぼ同額であることが確認できる。 

さらに、上記の同僚のほか、オンライン記録により、申立期間①にＡ社に

おける厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる者の



 

うち、生存及び所在が確認できた５人に照会したところ、回答が得られた４

人は、「当時の給与支給額は、年金記録の標準報酬月額と符合していると思

う。」と供述しているとともに、このうち二人は、「当時の給与支給額は約

２万円で、申立人の給与支給額と同じぐらいであったと思う。」と供述して

おり、当該４人の申立期間①の標準報酬月額は、申立人の標準報酬月額とほ

ぼ同額であることが確認でき、申立人が主張する標準報酬月額（３万円）を

決定されている者はいない。 

加えて、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録と

オンライン記録は一致している上、申立期間①に係る標準報酬月額の記録に

ついて、遡及して訂正されているなどの不自然な処理が行われた形跡も無い。 

このほか、申立期間①について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 45 年４月にＡ社の事業所がＧ法

人になったことから、事業所の名称が『Ｅ事業所』となり、私も同事業所に

移籍した。しかし、移籍後、同事業所が 46 年４月にＨ共済組合に加入する

までの期間の標準報酬月額（２万 4,000円）は、同事業所から支払いを受け

た給与支給額（４万 8,000円）よりも低額な記録となっている。」と主張し

ているところ、Ｅ事業所では、「申立人の履歴書を保管しているものの、給

与及び社会保険に関する資料が無く、申立期間②当時の状況は不明である。」

と回答していることから、申立人の申立期間②における給与の支給状況及び

厚生年金保険料控除の状況について確認することができない。 

また、申立人が申立期間②当時の同僚等として名前を挙げた者５人のうち

３人は、申立人が姓のみを挙げていることから個人を特定することができず、

他の二人のうち唯一生存及び所在が確認できた者に照会し、回答が得られた

ものの、同人からは、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料が給与から控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかった。 

さらに、Ｅ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により、同事

業所が厚生年金保険の適用事業所に該当した昭和45年４月28日に被保険者

資格を取得している者は、申立人を除いて７人（上記の同僚等５人のうち２

人を含む。）確認でき、このうち申立人と同様にＡ社から同事業所に移籍し

たとみられる申立人と同年代の同僚が二人確認できるところ、当該同僚二人

の申立期間②の標準報酬月額は、申立人の標準報酬月額と同額であることが

確認できる。 

加えて、上記の被保険者資格取得者７人のうち、申立人が名前を挙げた同

僚を除いて生存及び所在が確認できた３人に照会したところ、唯一回答が得

られた者は、「当時の給与支給額と年金記録の標準報酬月額は符合している

と思う。申立人の給与支給額は、私の給与支給額と同額であったと思う。」



 

と供述しており、オンライン記録により、同人の申立期間②に係る標準報酬

月額は、申立人の標準報酬月額と同額であることが確認できる。 

その上、申立人のＥ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記

録とオンライン記録は一致している上、当該記録について、遡及して訂正さ

れているなどの不自然な処理が行われた形跡も無い。 

このほか、申立期間②について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、両

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

北海道厚生年金 事案 3937 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45年８月１日から 46年９月１日まで 

         ② 昭和 46年９月１日から 47年８月１日まで 

         ③ 昭和 48年８月１日から 49年７月１日まで 

         ④ 昭和 55年 10月１日から 56年 10月１日まで 

         ⑤ 昭和 57年 10月１日から 58年 10月１日まで 

         ⑥ 昭和 60年 10月１日から 61年 10月１日まで 

         ⑦ 昭和 61年 10月１日から 62年 10月１日まで 

昭和 36年 10月 31日から平成７年３月 21日までＡ社Ｂ工場（現在は、Ｃ

社）に勤務した。 

各申立期間について、給与支給明細表の報酬月額よりも標準報酬月額が低

額となっていたため、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①から⑦までの標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、各申立期間について、申立人が保管している給与支給明細表に

おいて確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額が、オンライン記録で確認で

きる標準報酬月額よりも高額である期間が確認できるものの、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は、オンライ



 

ン記録で確認できる標準報酬月額と全て一致していることから、特例法による

保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3938 (事案 2279の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年 12月１日から 37年４月１日まで 

             ② 昭和 38年１月から同年８月１日まで 

申立期間①については、Ａ社にＢ職として勤務していたが、厚生年金保険

の加入記録が確認できない。 

申立期間②については、Ｃ社にＢ職として勤務していたが、厚生年金保険

の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、両

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしいと

申し立てたが認められなかった。納得できないので、再度申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①に係る申立てについては、ⅰ）事業所名簿によると、Ｄ市Ｅ区（当

時）又は同市Ｆ区に所在したＡ社が厚生年金保険の適用事業所に該当していた

形跡は無く、商業・法人登記簿謄本の記録においても、Ａという名称の事業所

が当該地域に存在していたことは確認できないこと、ⅱ）Ｄ市Ｇ局に照会した

ところ、「廃業後３年以上経過した事業所については、営業許可関連資料が廃

棄済みのため不明である。」と回答しているほか、Ｄ県Ｈ業組合に照会したも

のの、「Ａ社が当組合の組合員であった形跡は無く、古くから理事を務める者

にも確認してみたものの、同社の情報は得られなかった。」と回答しており、

Ａ社に係る情報は得られないこと、ⅲ）申立人はＡ社の事業主の氏名を記憶し

ていないほか、申立人がＡ社のＩ職であったとする者についても、姓しか記憶

していないことから、個人を特定することができないため、これらの者から申

立人の勤務状況及びＡ社における厚生年金保険の適用状況について確認する

ことはできず、ほかに申立人がＡ社に勤務していたことをうかがわせる事情は

見当たらないこと、ⅳ）厚生年金保険料が事業主により給与から控除されてい



 

た事実を確認できる給与明細書等の資料も無く、このほか、申立てに係る事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと、また、申立期間②に

ついては、ⅰ）事業所名簿によると、Ｄ市Ｆ区に所在したＣ社が厚生年金保険

の適用事業所に該当していた形跡は無く、商業・法人登記簿謄本の記録におい

ても、Ｃ社という名称の事業所が当該地域に存在していたことは確認できない

こと、ⅱ）Ｄ市Ｇ局に照会したところ、「廃業後３年以上経過した事業所につ

いては、営業許可関連資料が廃棄済みのため不明である。」と回答しているほ

か、Ｄ県Ｈ業組合に照会したものの、「Ｃ社が当組合の組合員であった形跡は

無く、古くから理事を務める者にも確認してみたものの、同社の情報は得られ

なかった。」と回答しており、Ｃ社に係る情報は得られないこと、ⅲ）申立人

はＣ社の事業主や一緒に勤務していた同僚の氏名を記憶していないことから、

申立人の勤務状況及びＣ社における厚生年金保険の適用状況について確認す

ることはできず、ほかに申立人がＣ社に勤務していたことをうかがわせる事情

は見当たらないこと、ⅳ）厚生年金保険料が事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料も無く、このほか、申立てに係る事

実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、これらを理由

として、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年７月２日付けで年金記録の訂

正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、今回の再申立てに当たり、新たな資料等を提出することなく、「納

得できない。」旨主張しているが、これは当委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、両

申立期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 

 

 


